　　　　

【別添１　標準公募占用指針例】
　　年　　月　　日


一般国道○号　公募占用指針


１．概要
（１）公募対象歩行者利便増進施設等の種類
道路法施行令（昭和27年政令第479号。以下「令」という。）第16条の２第○号に定める△△
（２）道路の占用の場所
①　対象道路所在地　　　　〇〇県〇〇市〇〇町〇―〇―〇
②　対象区域面積　　　　　㎡（別添、位置図等参照）
③　対象道路の種類
④　対象道路の都市計画上の位置付け
⑤　主な道路附属物の状況（種類、数量、場所等）
⑥　主な占用物件の状況（種類、数量、場所等）
（３）占用の開始の予定時期
　　　　　年　　月　　日
（４）道路の機能又は道路交通環境の維持及び向上を図るための清掃その他の措置であって公募対象歩行者利便増進施設等の設置に伴い求める措置
　　※　公募対象歩行者利便増進施設等の種類や道路の占用の場所に応じて必要となる、日常的な道路の点検、清掃、植栽の管理、放置自転車対策等の措置について、実施体制、方法、頻度等の条件を記載。
（５）占用料の単価
１年あたり○円／㎡
（６）認定の有効期間
　　　20年
（７）占用予定者を選定するための評価の基準
①　事業の実施方針
②　事業の実施体制
③　公募対象歩行者利便増進施設等の設置計画
④　公募対象歩行者利便増進施設等の管理運営計画
⑤　事業の実施計画

２．歩行者利便増進計画の作成等
（１）歩行者利便増進計画の作成要領
様式１～５（Ａ４判）により、作成してください。提出された歩行者利便増進計画を審査し、公募対象歩行者利便増進施設等のための占用予定者を選定するための評価を行います。
なお、提出された歩行者利便増進計画に形式上の不備や要件の不足等がある場合には、内容の追加、修正を求めることがあります。また、本公募占用指針において示した事項以外の内容を含む歩行者利便増進計画については、無効とすることがあります。

	様式
	留意事項

	歩行者利便増進計画（様式１）
	1 　「占用計画期間」の欄には、本公募占用指針に定められた認定の有効期間内において占用を希望する期間を記載願います。
②　「占用の期間」の欄には、①の期間に合わせて占用の開始
　の時期、占用の終了の時期を記載するとともに、５年ごと
　に占用許可の更新手続が必要となりますので、それぞれの
　更新の時期を記載願います。
③　「添付書類」の欄には、道路の占用の場所、設置する施設
　等の構造、工事の実施方法等を明らかにした図面その他の
　歩行者利便増進計画に添付する書類名を記載願います。

	公募対象歩行者利便増進施設等の設置に伴い必要となる清掃その他の措置（様式２－１）
	1 　施設等の管理、安全対策等の実施体制、方法等を記載願い　ます。
②　日常的な道路の点検、清掃等について、実施　体制、方法等を記載願います。
※　公募選定に参加するための必須事項となりますので必ず　記載願います。その他、道路の管理に資する取組があれば　併せて記載願います。

	歩行者利便増進計画の評価に必要な事項（様式２－２）
	①　事業の実施に対する基本的考え方等について記載願います。
②　事業の実施体制として、関係者の役割分担等について記載願います。
③　公募対象歩行者利便増進施設等の整備計画等について記載する。
④　公募対象歩行者利便増進施設等の管理運営計画等について記載する。
⑤　事業の実施計画として、資金計画・収支計画等について記載する。

	法人概要（様式３－１）及び役員名簿（様式３－２）
	事業の内容、役員の氏名等を記載願います。
なお、個人の場合は、様式３－１は不要であり、様式３－２により、氏名、生年月日等を記載願います。

	災害等緊急時における連絡体制（様式４）
	占用者（代表者、現場管理者、施設管理者等）及び工事請負事業者（工事責任者、現場監督者等）から道路管理者への連絡体制図を記載願います。

	暴力団排除に関する誓約書（様式５）
	記載事項を確認の上、氏名等を記載願います。



（２）歩行者利便増進計画の提出期限、場所及び方法
　　①　提出期限
　　　　　年　月　日　時まで【必着】
　　　　期限までに以下の提出場所に到達しなかった場合には、いかなる理由をもっても受理しません。
　　②　提出先
　　　　〒○○○－○○○○　○○県○○市○○町○－○－○
　　　　　　　　　　　　○○合同庁舎○階　道路管理者公募占用担当部署
　　　　電話　○○○○－○○－○○○○
　　③　提出方法
[bookmark: _GoBack]　以下E-mailアドレス先への電送又は上記②へ持参又は送付（書留郵便又は信書便に限る。）してください。
      E-mail

３．歩行者利便増進計画の評価対象資格の有無に係る審査
（１）歩行者利便増進計画が、公募占用指針に照らし適切なものであること
（２）公募対象施設等のための道路の占用が、道路法（昭和27年法律第180号。以下「法」という。）第33条第１項の政令で定める基準に適合するものであること
（３）公募対象施設等のための道路の占用が、道路の交通に著しい支障を及ぼすおそれが明らかなものでないこと
（４）歩行者利便増進計画の提出者（提出者が法人又は団体である場合は役員その他経営に実質的に関与している者を含む。）が次に掲げる事項のいずれにも該当しないこと
1 道路占用許可の手続を履行する能力を有しないと道路管理者が認めるとき
2 道路の占用についての占用料を納める能力を有しないと道路管理者が認めるとき
3 法第71条第１項の規定に基づく監督処分を受けて是正がなされていないとき
4 法第73条第１項の規定に基づく督促状により督促をしているとき
5 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律（平成３年法律第77号）第２条第２号に規定する暴力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員（同法第２条第６号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。）であるとき
6 自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者の損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしているとき
7 暴力団又は暴力団員に対して、資金等を供給し、又は便宜を供与するなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与しているとき
8 暴力団又は暴力団員であることを知りながらこれを不当に利用するなどしているとき
9 暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有しているとき
10 その者に道路を占用させることが、公序良俗に反し、社会通念上不適当であると道路管理者が認めるとき

４．評価までの流れ
（１）担当部局
　　　〒〇〇〇―〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町〇―〇―〇
　　　　　　　　　　　○○合同庁舎○階　道路管理者公募占用担当部署
　　　電話　　〇〇〇〇―〇〇―〇〇〇〇
（２）公募占用指針説明会の開催　　※開催しない場合は、記載する必要なし
　　①　開催日時、場所　
　　②　参加申込方法
　　　　様式６に必要事項を記載の上、申し込んでください。
　　③　参加申込期間
（３）公募占用指針に関する質問書
　　　公募占用指針の内容について質問がある場合には、書面（様式７）にて質問を受け付けます。質問書に対する回答は、ＨＰにて閲覧に供することとします。
なお、公募の公平性を確保するため、提出された歩行者利便増進計画についての個別の質問等について回答はしかねますので、ご了承ください。
※閲覧場所のＵＲＬを記載
　　①　質問書の提出方法
　　　　郵送又は電送によるものとします。
　　　　※電送の場合には、使用ソフトを記載
②　提出先
〒〇〇〇―〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町〇―〇―〇
　　　　　　　　　　　　○○合同庁舎○階　道路管理者公募占用担当部署
　　　　電話　　〇〇〇〇―〇〇―〇〇〇〇
　　　　E-mail
③　質問書の申込期間　　　　年　月　日から　年　月　日　時まで
　　　（ただし、歩行者利便増進計画の作成に関する質問は、　　年　　月　　日時まで）

５．評価の実施
（１）評価の基準
歩行者の安全かつ円滑な通行及び利便の増進を図り、快適な生活環境の確保及び地域の活力の創造に資するための道路であることが十分に理解され、公募対象歩行者利便増進施設等の占用にかかる事業の実施を通じて歩行者の利便の増進を最も図ることとする提案を適切に評価されるよう留意し、項目ごとに点数配分するなど可能な限り定量的に評価します。
（項目例）
①　事業の実施方針
・　当該道路の特性等を踏まえた事業運営の目標、基本的考え方
・　事業全体のスケジュール及び進め方
・　歩行者の利便の増進に向けた考え方
・　地域との連携方針　等
2 　事業の実施体制
・　申請企業又は代表企業及びその他の構成員ならびにそれらの協力企業の役割分担
・　業務の実施体制、緊急時の連絡体制、人員の配置
・　各企業の役割の応じた実績
・　申請企業、代表企業及びその他の構成員の財務健全性　等
③　公募歩行者利便増進施設等の設置計画
・　歩行者の利便の増進に資する施設整備計画
・　景観、バリアフリー等への配慮
・　施工計画、工事工程計画　等
④　公募対象歩行者利便増進施設等の管理運営計画
・　歩行者の利便の増進に資する管理運営計画
・　災害発生時の対応など安全・安心に配慮した管理運営計画
・　公募対象歩行者利便増進施設等の設置に伴い講ずる清掃その他の措置
・　周辺地域との連携方策　等
⑤　事業の実施計画
・　資金計画、収支計画
・　利用者数の想定等を元にした持続的な経営計画
・　事業撤退等に至ると想定されるリスクと対応方針　等
（２）占用予定者の選定方法
評価の基準に従い、道路の機能を損なうことなく歩行者の利便の増進を図る上で最も適切であると認められる歩行者利便増進計画を提出した者を占用予定者として選定します。
（３）道路の占用にあたって道路交通法（昭和35年法律第105号）第77条第１項の規定による道路使用許可が必要となる場合は、提出された歩行者利便増進計画を元に○○警察署と協議を行います。
（４）占用予定者選定の通知、公表
占用予定者を選定したときは、占用予定者に対し、道路の占用の場所、歩行者利便増進計画の認定予定日を通知します。また、ホームページに公募の実施結果（公募占用指針件名、道路の占用の場所、評価結果、占用予定者（個人の場合は「個人」とします。））を公表します。
（５）占用予定者選定の取消し
占用予定者が選定後の手続を辞退した場合には、占用予定者選定を取り消します。

６．歩行者利便増進計画の認定
（１）認定の公示及び通知
　　　占用予定者が提出した歩行者利便増進計画を認定した場合、歩行者利便増進計画の認定日、認定の有効期間、道路の占用の場所及び認定を受けた歩行者利便増進計画（以下「認定歩行者利便増進計画」という。）の提出者（個人の場合は「個人」とします。）等について、事務所に備え付けるとともに、ホームページに掲載します。また、占用予定者に対しては、歩行者利便増進計画の認定日、認定の有効期間、占用許可申請の手続に関する留意事項等を通知します。
　　　なお、警察署との協議の結果等を踏まえ、歩行者利便増進計画を認定するにあたってその内容の修正を求めることがあります。
（２）認定歩行者利便増進計画の変更
　　　公募対象歩行者利便増進施設等の機能の充実等により、歩行者利便増進道路の歩行者の利便の一層の増進に寄与することが見込まれると認められる場合のほか、災害等による道路状況の変化により公募対象歩行者利便増進施設等の構造を変更する場合、景況による需要の変化により占用の期間を短縮する場合等、真にやむを得ない事情により、認定歩行者利便増進計画を変更する必要がある場合には、変更の認定を受ける必要があります。
また、周辺の交通実態等について当初予想されなかった変化があり、警察から認定歩行者利便増進計画の変更を求められた場合に、当該計画の変更を求めることがあります。
（３）認定の取消
認定歩行者利便増進計画提出者が詐偽その他不正な手段により認定を受けたと認められる場合には、当該認定を取り消します。
　　　また、道路の管理上の事由その他公益上やむを得ない必要が生じた場合は、認定を取り消すことがあります。

７．道路の占用の許可
（１）占用許可申請手続
　　　認定計画提出者は、当該計画に基づき、次の関係書類を添えて、下記の窓口へ占用許可申請を行ってください。
　　①　申請窓口
　　　　　〒〇〇〇―〇〇〇〇　〇〇県〇〇市〇〇町〇―〇―〇
　　　　　　　　　　　　　　　道路管理者占用許可事務担当部署
　　　　　電話　　○○○○－○○－○○○○
　　②　申請書類
      ア　道路占用許可申請書
　　　イ　認定された歩行者利便増進計画
　　　ウ　歩行者利便増進計画認定通知（写し）
      エ　委任状（代理申請の場合のみ）
　　　オ　その他道路管理者が必要であると認める書類
③　申請期限
　　　ア　占用許可申請は、歩行者利便増進計画の認定日から15日以内に行ってください。
イ　特段の理由無く、占用許可の申請手続を行わない場合は、歩行者利便増進計画の認定を取り消すことがあります。
（２）占用許可の条件
　　　対象物件や占用の場所に応じ、一般条件のほか、歩行者利便増進施設等ごとに令及び関連通達に基づく条件等を付与します。
　　　なお、占用許可の条件に違反した場合は、占用許可を取り消すことがあります。
（３）占用許可の期間
認定した歩行者利便増進計画に記載された期間中、占用を認めます。ただし、５年ごとに更新の手続が必要となり、更新に当たっては事業継続の意思確認をするとともに、当該施設が道路構造に支障を生じさせていないこと及び許可条件違反がないことなどを確認します。
（４）占用料の額及び支払方法
1 土地の価格の上昇等を踏まえて令別表に定める占用料の額が改定された場合には、改定後の占用料の額を適用して徴収します。
2 占用料の支払いは、占用を許可したときに当該年度分を支払い、次年度以降においては、当該年度の占用料を毎会計年度４月30日までに支払うものとします。なお、支払い方法は、○○歳入徴収官が発行する納入告知書により納めるものとします。
3 年度途中での占用開始又は終了の場合は、同年度の占用料は月割計算とします。また、徴収する金額が100円未満であった場合には、これを100円に切り上げた額とします。
4 指定された期日までに占用料が納付されない場合には、法第73条に基づき延滞金を徴収する場合があります。
5 既納の占用料は還付しません。

８．その他
（１）書類の作成に用いる言語は日本語、通貨は日本円、単位は日本の標準時及び計量法によるものとします。
（２）歩行者利便増進計画の作成、提出等に要する費用は、提出者の負担とします。
（３）提出された歩行者利便増進計画の内容変更、差し替え及び再提出は認めません。ただし、道路管理者から補正指示等を行う場合はこの限りではありません。
（４）提出された歩行者利便増進計画について、提出者に無断で二次的な使用をすることはありません。ただし、歩行者利便増進計画の評価に係る審査のため、提出された書類及び個人情報について、警察に提供することがあります。
（５）認定した歩行者利便増進計画の内容については、行政機関の保有する情報の公開に関する法律（平成11年法律第42号）において、行政機関が取得した文書について、開示請求者からの開示請求があった場合は、当該企業等の権利や競争上の地位等を害するおそれがないものについては、開示対象となる場合があります。
（６）認定しなかった歩行者利便増進計画は、原則として返却いたしません。なお、返却を希望する場合には、その旨を歩行者利便増進計画を提出する際に申し出てください。

【別添２　標準公募占用指針公示例】
　　　　年　　月　　日

（道路管理者）　印

一般国道○号　公募占用指針


　道路法（昭和27年法律第180号）第48条の23第１項の規定に基づき、公募占用指針を定めたので、同条第６項の規定に基づき、公示する。


　１　詳細は、「公募占用指針」のとおり。


　２　公募占用指針の交付期間、場所
1  交付期間　　　年　月　日から　年　月　日
2  交付場所　道路管理者公募占用担当部署
　　 ③　交付方法　手交　※ＨＰからも入手可能な場合は、ＵＲＬを記述

